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デジタルとくしま推進プラン

プロジェクトの位置づけ
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目指すべき社会 基本目標（分野） 重点戦略

全ての人に優しく、
スマートで持続可
能な社会

利便性の高い行政
サービスの実施

豊かな暮らしにつながる
行政のデジタル化



デジタルとくしま推進プラン

① 最新デジタル技術の活用拡大
② 行政運営のデジタル化の促進
③ デジタル行政を支える基盤整備や人材育成

プロジェクトの内容
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KGI 公文書の電子化率（電子決裁システム利用率）2022(R4)年度 100%

AI・RPA技術の活用
AI（artificial intelligence）やRPA（Robotic Process Automation）
など、最新デジタル技術の活用や継続的なBPRにより、業務の効率化と
質の向上を図る。

最新デジタル技術の活用拡大

電子決裁システムの利用促進
電子決裁・文書管理システムを活用した公文書の電子化を
推進し、2022（令和4）年度までに100%電子化する。

職員の諸手当認定手続の電子化
職員の諸手当認定手続の電子化を進め、2024（令和6）年度
までに100%電子化する。

遠隔立入調査の拡大
医薬品等製造販売業者や製造業者への立入調査の際、
カメラ機能の付いた通信端末（タブレット等）を活用し、
現場に行くことなく遠隔で事業者への聞き取りや現場確認を
実施する。

県庁会議室へのWeb会議設備の常設
職員がいつでもWeb会議を行うことができるよう、県庁会議室に
Web会議設備を常設する。

行政運営のデジタル化の促進

情報システム・庁内ネットワークのセキュリティ強化
継続的にリスク分析を実施し、必要となる新しい技術を導入する。

市町村への自治体クラウドの導入
市町村における自治体クラウド（住民情報・税務・福祉などの
自治体の情報システムやデータを外部のデータセンターに
おいて管理・運用し、複数の自治体で共同利用する仕組）
の導入を支援する。

職員向けデジタル研修の受講促進
デジタル人材を育成するため、職員に対し、情報システムや
セキュリティに関する研修、AI・RPAなどのデジタル技術に関する
研修などの受講を促進し、ITパスポートなど各種資格の取得に繋げる。

デジタル行政を支える基盤整備や人材育成
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主な指標及び工程（１）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
８７％

９０％
９５％

１００％
－

１００％
－

１００％
－

担当課：スマート県庁推進課

担当課：スマート県庁推進課

担当課：スマート県庁推進課
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ＫＧＩ：公文書の電子化率
（電子決裁システム利用率）

ＫＰＩ－１ ： ＡＩ技術活用事業数

ＣＳＦ－１ ： 最新デジタル技術の活用拡大

ＫＰＩ－２ ： ＡＩ活用全庁ＦＡＱシステム登録数（累計）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
１０件

１０件
１７件

１１件
－

１２件
－

１３件
－

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
１，８００件

２，０００件
４，９４０件

３，０００件
－

４，０００件
－

５，０００件
－

※実績値はR4.3.31見込み
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主な指標及び工程（２）

担当課：スマート県庁推進課

担当課：スマート県庁推進課

担当課：人事課
スマート県庁推進課

ＫＰＩ－１ ： Ｗｅｂ会議設備を常設した県庁
会議室数（累計）

ＫＰＩ－２ ： テレワーク（在宅勤務等）利用環境の
充実

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標

実績

－

－

運用

運用 － － －

より使いやすい利用環境へ改善（ＰＤＣＡ）

ＫＰＩ－３ ： ＲＰＡシナリオ数（累計）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
６７

６７
作成中

７７
－

８７
－

９７
－

ＣＳＦ－２ ： 行政運営のデジタル化の促進

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
１

５
５

５
－

６
－

７
－
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※実績値はR4.3.31見込み
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主な指標及び工程（３）

担当課：総務事務管理課
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担当課：デジタルとくしま推進課

ＣＳＦ－３ ： デジタル行政を支える基盤整備や人材育成

ＫＰＩ－３ ： 電子化した職員の諸手当認定
手続数（累計）

担当課：薬務課

ＫＰＩ－１ ： 自治体クラウド導入市町村数（累計）

ＫＰＩ－４ ： 遠隔立入調査数

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
１７

２０
２０

２４
－

２４
－

２４
－

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
－

５

７（※） － － －

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
－

１
１

２
－

３
－

４（※）
－

効果を検証しながら調達方法を改善（ＰＤＣＡ）

（※）４手続で全体の100％

（※）令和３年度全体立入調査数 ３３件

※実績値はR4.3.31見込み
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主な指標及び工程（４）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標
実績

－
４２０人

６６０人
７８０人

７００人
－

７５０人
－

８００人
－

担当課：スマート県庁推進課

担当課：スマート県庁推進課
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ＫＰＩ－２ ： 情報システム・庁内ネットワークの
セキュリティ強化

ＫＰＩ－３ ： ユーザーエクスペリエンス（ＵＸ）
評価体制の構築及び改善

ＫＰＩ－４ ： 職員向けデジタル研修受講者数
担当課：人事課

スマート県庁推進課

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標

実績

－

－

運用

運用 － － －

リスク分析を実施し、必要となる新しい技術を導入
（ＰＤＣＡ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標

実績

－

－

構築

構築済（※） － － －

県民や事業者の満足度向上で測定（ＰＤＣＡ）

（※）e-モニターアンケートの実施、デジタル社会推進本部最適化推進委員会での改善検討

※実績値はR4.3.31見込み
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主な指標及び工程（５）

担当課：人事課
スマート県庁推進課
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ＫＰＩ－５ ： 県庁エバンジェリスト制度の創設

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標

実績

－

－

検討・創設

検討・
令和４年度創設予定 － － －

職員のＩＣＴリテラシーを向上（ＰＤＣＡ）

※実績値はR4.3.31見込み
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令和３年度における取組内容（１）
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主な取組（１）

電子決裁率の向上に向けた取組

• 総務事務を除く一般事務の電子決裁率の向上（R3.4 38％、R4.1 80％）

県庁会議室のDX化

• 県庁3階特別会議室及び10階特別会議室へのWeb会議用設備の常設

• 県庁各会議室（３室）へのＷｅｂ会議用機器の常設

通勤届の届出と認定の電子化
• 総務事務管理課集約対象所属において令和４年１月１７日より実施

• 通勤距離の検証計測にRPAを活用

県職員向けデジタル研修の実施
• 県職員向け単位研修として「自治体DX推進講座」を実施

• 新規採用職員研修として「行政実務へのDX導入」等を実施
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令和３年度における取組内容（２）
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主な取組（２）

遠隔立入調査
• 医薬品等製造販売業者や製造業者に対する許可や監視等の立入調査を
実施するため、通信機器を活用した遠隔調査を導入

令和３年度予算（令和２年度２月補正（先議）含む）
９５，０２７千円

目指せスマート県庁！「電子決裁１００％」実装事業 １０，０００千円

AIを活用した全庁総合FAQシステム運用事業 １１，５５０千円

RPA環境拡充事業 ２５，１６５千円

県庁会議室DX化事業 １５，０４４千円

情報システム・ネットワークセキュリティ対策強化事業 ３０，２４３千円

行政情報化推進費 １，８００千円

デジタル関係研修経費 １，２２５千円
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課題とアクション
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課 題 アクション

１
行政運営のデジタル化を進めているが、
職員の情報システム利用率や業務の
効率化に改善の余地がある。

デジタル研修を充実させるとともに、職員
の使い勝手を向上させるためのシステム
改修を行う。

ＡＩ導入や公文書の電子化をする際に、
業務の見直しと同時に進めることで、業
務の効率化を加速する。

２
行政運営のデジタル化を進めるにあた
り、デジタル専門人材の育成が課題で
ある。

職員に対し、専門的なデジタル研修の受
講を推進することにより、デジタル専門人
材を育成する。
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令和４年度における取組内容（１）

11

主な取組（１）

業務の見直しによる県庁のDX
• 県庁業務におけるデジタル化が着実に進んでいる中、個別システム間の
連携や、一部に残存するアナログ業務などの、「各所属単体では発見・解
決しにくい課題」を「見える化」するとともに、「専門家の知見」を活用しなが
ら解決方法を策定し、県庁DXを加速する。

テレワークなどで使えるチャットシステムの導入
• 県庁のテレワークを推進する中で課題となっている、「コミュニケーション
不足」を解消し、県庁版テレワークの定着を図るため、業務支援ツール
「総合業務管理システム」のチャット機能強化及びスマホ用メッセージアプ
リ開発を行う。

住居届の届出と認定の電子化
• 総務事務管理課集約対象所属における住居届の提出と認定の電子化に
取り組む。
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令和４年度における取組内容（２）
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主な取組（２）

遠隔立入調査
• 通信機器を活用した医薬品等製造販売業者や製造業者に対する許可や
監視等の立入調査を実施及び効果の検証

令和４年度予算（令和３年度２月補正（先議）含む）
２１０，４８７千円（要求中）

目指せスマート県庁！「電子決裁１００％」実装事業 ８６，７００千円

AIを活用した全庁総合FAQシステム運用事業 １６，１７０千円

RPA環境拡充事業 ２３，７９８千円

情報システム・ネットワークセキュリティ対策事業 ２１，７９４千円

県庁業務デジタル化推進事業 ４４，０００千円

新次元のテレコミュニケーション事業 １５，０００千円

行政情報化推進費 １，８００千円

デジタル関係研修経費 １，２２５千円
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案件種別

「ＶＳ東京」案件として （□該当あり ☑該当なし）

「オンリーワン」案件として （□該当あり ☑該当なし）

「ナンバーワン」案件として （□該当あり ☑該当なし）
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